
項　目
決算額
（千円）

森林環境譲与税 182,285

運用利息 4

計 182,289

森林整備の促進
森林管理システム構築推進事業費
【森林整備課】

11,100 11,074 26

①業務支援市町村数
　計画値　33市町村　実績値　33市町村
②集積・集約された私有人工林面積
　計画値　32,850㏊　実績値　31,783㏊

森林整備の促進
スマート林業推進事業費
【森林整備課】

1,758 1,191 567

①研修会開催回数
　計画値　３回　実績値　２回
②研修会参加人数
　計画値　60人　実績値　27人

森林整備の促進
森林クラウドシステム整備事業費
【森林整備課】

47,509 47,509 0

①技術的審査委員会の開催回数
　計画値　２回　実績値　２回
②森林クラウド関連データの整備件数
　計画地　１件　実績値　１件

人材育成・確保の促進
いわて林業アカデミー運営事業費
【森林整備課】

45,287 43,605 1,681

①研修生１人当たりの年間受講研修時間
　計画値　1,490時間  実績値　1,490時間
②いわて林業アカデミーの修了者数
　計画値　15人　実績値　16人

人材育成・確保の促進
岩手県緑の担い手確保・育成事業費
【森林整備課】

1,072 1,072 0

①研修開催回数
　計画値　３回　実績値　３回
②研修受講経営体数
　計画値　64経営体　実績値　48経営体
②経営改善に取り組む事業体数
　計画値　20事業体　実績値　23事業体

木材利用の促進
いわての県産木材利用促進事業費（需要創出・
販路拡大事業）
【林業振興課】

5,528 5,528 0

①木材製品展示会への出展者数
　計画値 12者　実績値 14者
②木材製品展示会における商談数
　計画値 ４件　実績値 10件

木材利用の促進
いわての県産木材利用促進事業費（木造建築設
計技術者等育成・需要拡大事業）
【林業振興課】

1,851 1,851 0

①木造建築設計に関する研修会の開催
　計画値 ３回　実績値 ３回
②研修受講者のうち、「今後、木造建築の設計や施工に
取り組みたい」と考える受講者の割合
　計画値 80%　実績値 91%

木材利用の促進
いわて木づかい住宅普及促進事業費
【林業振興課】

86,713 57,913 28,800

①県産木材を使用した住宅新築への支援戸数
　計画値　130戸　実績値　116戸
②県産材需要量
　計画値　1,335㎥　実績値　1,204㎥

木材利用の促進
いわての県産木材利用促進事業費（県産木材サ
プライチェーン構築支援事業）

3,025 3,025 0

①ワーキンググループによる検討会議
　計画値　３回　実績値　２回
②地域ごとの検討会議
　計画値　延べ８回　実績値延べ８回

203,842 172,768 31,074

①譲与税収入　182,289千円　　－　　②譲与税活用事業決算額　172,768千円　　＝　　③基金積立額　9,521千円

　注）千円単位未満で四捨五入しており、その内訳と計・差引が一致しない場合があります。

令和３年度　岩手県における森林環境譲与税の使途について

(Ｂ)うち他の
財源

【１　岩手県への森林環境譲与税の交付額】

【２　使途（岩手県における森林環境譲与税活用事業の決算額）　】

実　績事業内容

計

決算額 (A)+(B)（千円）

項　目

【３　森林整備等支援基金への積立額】　

事業名 (Ａ)うち森林
環境譲与税

森林経営管理制度の着実な運用を図るため、広域振興局に専
門職員を配置し、市町村が行う業務を支援する。

森林整備等支援基金の運用利息

国からの森林環境譲与税の譲与を受け、森林整備等支援基金への積立を実施

県産木材の新たな需要創出を図るため、県産木材活用住宅等
のＰＲ、木造建築設計技術者等の養成、木造建築アドバイ
ザーによる技術指導等を実施する。

県産木材の利用を促進するため、県産木材を使用した住宅購
入やリフォームへの支援を行う。

木材需給のミスマッチの解消と外材から県産木材へのシフト
を図るため、原木供給から木材利用までの事業者等が需給に
関する情報や知識を共有し、県産材の安定供給の仕組み作り
の検討を行う。

県産木材の新たな販路拡大を図るため、全国規模の木材製品
展示商談会への出展支援などを実施するほか、県産木材の利
用促進を働き掛けるＰＲイベントを開催する。

林業就業者を確保するため、森林・林業に関する知識・技術
を習得できる｢いわて林業アカデミー｣を運営する。

GISや情報通信技術（ICT）等の先端技術を活用した「スマー
ト林業」の取組を推進する。

森林経営管理制度において森林整備の主体となる「意欲と能
力のある林業経営体」の能力向上を図るため、経営セミナー
の開催等を実施する。

森林経営管理制度を運用する市町村を支援し、間伐などの適
切な森林整備を進めていくため、森林クラウドシステムや関
連データの整備に取り組む。

②

①


